
建設工事から生ずる産業廃棄物の処理に関する特記仕様書 

 

（適用） 

第１条 今治市の発注工事により発生した建設廃棄物の処理については、「廃棄物の処理及

び清掃に関する法律」（昭和 45年 12 月 25 日法律第 137 号）に基づく他、「建設廃棄

物処理指針」（平成 13 年 6 月 1 日付け環境省環廃産第 276 号）及び「建設副産物適

正処理推進要綱」（平成 14 年 5月 30 日付け国土交通事務次官通達）に準拠し、適正

な処理に努めなければならない。 

（施工） 

第２条 処理計画書 

    請負者は、工事の施工により産業廃棄物が発生した場合、産業廃棄物処理計画書

（別添様式）を提出し、監督員の承諾を得た後、処理しなければならない。 

   また、計画に変動が生じた場合も同様とする。 

  ２ 請負者は、産業廃棄物処理計画書提出時に、下記事項についても提出しなければ

ならない。  

  （１）産業廃棄物処理委託契約書（写） 

  （２）処理業者の許可証（写） 

  （３）積換・保管施設、中間処理施設、最終処分場等までの運搬経路地図 

  ３ 請負者は、産業廃棄物の処理を適正に行い、産業廃棄物処分状況の分かる写真等

（搬出車両、積載状況、処分先への搬入状況等）の施工管理資料を整理しなければ

ならない。 

４ 請負者は、工事施工後、第２条第３項の施工管理資料のほか、産業廃棄物処理計画

書に実績を記入した産業廃棄物処理実施書を提出しなければならない。 

（マニフェスト） 

第３条 請負者は、産業廃棄物処理の委託に際して、廃棄物の種類ごとにマニフェストま

たは電子マニフェストを使用し、委託した産業廃棄物が適正に処理されたかどうか

確認しなければならない。また、マニフェストの交付に際しては、廃棄物処理責任

者が廃棄物の種類、数量、単位、発行日等の必要事項を記載しなければならない。 

  ２ 請負者は、工事施工中においては、第２条第３項の施工管理資料とともに、マニ

フェスト使用の場合は返送されたマニフェストの写し、電子マニフェストの場合は

情報処理センターからの通知の画面印刷を、監督員の求めに応じ提示しなければな

らない。 

  ３ 請負者は、産業廃棄物が適正に処理されたことを確認したうえで､工事施工後、マ

ニフェスト使用の場合はＥ票の写し、電子マニフェスト使用の場合は情報処理セン

ターからの最終処分通知の画面印刷を監督員まで提出しなければならない。  

    ただし、工期内に最終処分が完了することが困難な場合で、発注者が認める場合

においては、Ｄ票の写しまたは処分通知の画面印刷を提出するものとし、最終処分

終了後、確認出来次第、速やかにＥ票または最終処分通知の画面印刷を、工事の完

了に関係なく提出するものとする。 



 


